
（様式－１ 表紙） 

  １ 調査名称：中京都市圏総合都市交通体系調査パーソントリップ調査業務委託 

 ２ 調査主体：愛知県 

 ３ 調査圏域：中京都市圏 

 ４ 調査期間：令和２年度 

 ５ 調査概要： 

本業務は第 6 回中京都市圏 PT 調査の２年目として、令和３年度に予定してい

る本体調査に向けた実施方法の妥当性や回収率等を把握するための事前調査を

実施したものである。  

具体的には、まず先行的に実施した WEB 調査への依頼はがき（圧着はがきカ 

ラー両面（計 4 面））を調査対象世帯に発送した。次に WEB 調査で回答が得られ

なかった世帯に対して、説明資料、依頼状、記入例、世帯票、個人票を印刷した

うえで、返信用封筒とともに発送用封筒に封入し、発送した。回収した調査票は

別途業務で作成されたマニュアルに基づき点検・整理のうえパンチ入力した。最

後に確定した入力データを用いて、市町別及び調査方法別の回収率、調査設問別

の回答状況及び回答率、トリップの特性を整理・分析することにより、令和３年

度に実施予定の本体調査に関する改善点等をとりまとめた。 

一連の業務遂行にあたっては、中部地方整備局および岐阜県、三重県、名古屋

市と協議調整のうえ実施した。 



（様式－２ａ 調査概要）

Ⅰ 調査概要 

 １ 調査名称：中京都市圏総合都市交通体系調査パーソントリップ調査業務委託 

 ２ 報告書目次 

1 章.業務概要  

1.1 業務概要 

1.2 業務方針 

2 章.事前調査の準備  

2.1 調査対象者の抽出及び名簿作成 

2.2 調査票等の作成 

3 章.事前調査の実施 

3.1 調査票の配布及び回収 

3.2 調査対象者からの問い合わせ対応 

3.3 データ整備  

4 章.令和 3 年度本体調査に関する改善点の取りまとめ 



（様式－２ｂ 調査概要）

 ３ 調査体制 

 ４ 委員会名簿等： 

中京都市圏総合都市交通計画協議会

愛知県都市・交通局都市基盤部都市計画課

所　　　　　　　　属 役  　職（氏　名）

会　長 中部地方整備局 局　長

顧　問 関西大学　教授 秋山　孝正

三重大学　教授 朝日　幸代

中部大学　教授 磯部　友彦

名古屋大学　教授 中村　英樹

名古屋工業大学　教授 藤田　素弘

名城大学　教授 松本　幸正

名城大学　教授 水尾　衣里

名古屋大学　教授 森川　高行

委　員 (一社)中部経済連合会 常務理事

名古屋商工会議所 常務理事・事務局長

国土交通省都市局 都市計画調査室長

国土交通省道路局 道路経済調査室長

中部運輸局 交通政策部長

大阪航空局中部空港事務所 次長

中部経済産業局 総務企画部長

東海農政局 企画調整室長

愛知県警察本部 交通部長

中日本高速道路（株）名古屋支社 副支社長

独立行政法人都市再生機構中部支社 支社長

名古屋高速道路公社 副理事長

中部地方整備局 企画部長

中部地方整備局 建政部長

中部地方整備局 道路部長

中部地方整備局 港湾空港部長

愛知県 都市整備局長

愛知県 建設局長

愛知県 政策企画局長

岐阜県 県土整備部長

岐阜県 都市建築部長

岐阜県 商工労働部長

三重県 県土整備部長

三重県 地域連携部長

名古屋市 住宅都市局長

名古屋市 総務局企画調整監

名古屋市 緑政土木局長

名古屋市 交通局長

○顧問は五十音順

中京都市圏総合都市交通計画協議会
委員会名簿



（様式－３ａ 調査成果）

Ⅱ 調査成果 

 １ 調査目的 

（1）業務背景 

中京都市圏総合都市交通計画協議会は、「人」の動きを調査するパーソントリップ調査

（以下「PT 調査」という。）について、昭和 46 年、昭和 56 年、平成 3 年、平成 13 年、

平成 23 年の 5 回実施してきた。これらの調査データをもとに将来予測等を実施し、中

京都市圏が今後直面すると考えられる都市交通課題やその対応等に関する方向性や施策

を提案してきた。最近の中京都市圏の社会情勢をみると、高速道路網及び鉄道ネットワー

クの整備が進められ、人や物の動きが大きく変化しているところであり、さらにリニア中

央新幹線の開業を控えている。また、人口減少・超高齢社会の到来、環境・防災意識の高

まり、高度情報化やグローバル化の進展など、社会構造の大きな変換期を迎えている。 

6 回目となる中京都市圏 PT 調査では、都市交通の現況を把握するとともに、将来の動

向を踏まえて、望ましい交通体系のあり方について検討するものである。 

（2）業務目的 

本業務は第 6 回中京都市圏 PT 調査の 2 年目として、令和 3 年度に予定している本体調査

に向けた実施方法の妥当性や回収率等を把握するための事前調査を実施するものであり、愛

知県、岐阜県、三重県、名古屋市が共同で実施するものである。

 ２ 調査フロー 



 ３ 調査圏域図 



（様式－３ｂ 調査成果）

 ４ 調査成果 

（1）調査日及び発送・回収スケジュール 

（2）発送実績・回収率 

  ＜世帯別の回収率＞



（3）帰宅トリップの記入漏れ（課題） 

 最終トリップにおける目的地構成について、Web 回答では「自宅」の割合が 86%
と高い。しかし、紙回答での「自宅」の割合は 60％と低い。紙回答において、最

終トリップにおける目的地が「自宅」となっていない回答が 40%も占めている。



（4）端末交通手段の記入漏れ（課題） 

 鉄道またはバス利用者における端末交通手段の欠落について、Web 回答では 24%
と高くなった。



（5）外出率・生成原単位 

 Web プラス紙回答について、事前調査の愛知県の外出率は 74.9%（Web：
75.2%、紙：74.4%）となり、平成 23 年度に実施された第 5 回中京都市圏パーソ

ントリップ調査の愛知県データ（外出率：81.2%）と比べると低下している。

 事前調査の愛知県のネット原単位（外出した一人当たりの平均トリップ数）は、

1.78（Web：1.72、紙：1.86）となり、平成 23 年度に実施された第 5 回中京都市

圏パーソントリップ調査の愛知県データ（ネット原単位：2.37）と比べると低下

している。また、グロス原単位（非外出者を含む一人当たりの平均トリップ数）

は、2.40（Web：2.33、紙：2.50）となり、こちらも平成 23 年度に実施された第

5 回中京都市圏パーソントリップ調査の愛知県データ（グロス原単位：2.92）と比

べると低下している。



（6）令和 3 年度本体調査に向けた改善点のとりまとめ 


